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広島市議団ニュース 

在米被爆者の訴えを全面的に認めた広島地裁判決（５月

10日）をうけて広島市長が２０日、控訴する考えを示したた

め、党市議団は同日、市長に控訴しないよう申し入れました。 

中森辰一幹事長は、「今回の判決は在外被爆者の申請を

事実上締め出す施行規則は違法だと明解に示した」と主張

し、控訴しないよう求めました。 

応対した松井正治・社会局長は、「本心は控訴を断念した

い。しかし、法定受託事務のため国の意向に従わざるを得な

い。直接国を訴えてほしいくらいだ。我々も板ばさみで苦しい」

と述べるにとどまりました。 

村
上
議
員
は
、「
在
米
被
爆
者
の
主
張
を
全
面
的

に
認
め
た
広
島
地
裁
判
決
は
、
国
外
の
被
爆
者
を

差
別
す
る
や
り
方
は
被
爆
者
援
護
法
の
精
神
に
反

す
る
と
し
た
画
期
的
な
も
の
」と
強
調
し
、市
が
控
訴

し
な
か
っ
た
場
合
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。 

 

（
社
会
局
長
答
弁
） 
控
訴
し
な
い
場
合
、渡
日
せ
ず
に

手
当
等
の
支
給
が
受
け
ら
れ
、本
市
に
対
し
国
外
か

ら
郵
送
に
よ
り
大
量
に
申
請
さ
れ
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
る
が
、
国
か
ら
の
財
政
的
負
担
が
得
ら
れ
な
い
な
ど

の
問
題
が
あ
る
。 

 
 

現
在
、約
30
か
国
に
居
住
す
る
被
爆
者
健
康
手

帳
所
持
者
約
三
千
五
百
人
の
う
ち
約
千
三
百
人
が

手
当
未
受
給
者
。仮
に
こ
れ
ら
の
人
が
す
べ
て
申
請

し
、健
康
管
理
手
当
を
支
給
す
る
こ
と
に
な
っ
た
場

合
、手
当
額
で
年
間
約
５
億
円
に
な
る
。 

 
 

こ
の
よ
う
な
手
当
支
給
を
広
島
市
が
続
け
た
場

合
、財
政
的
負
担
が
得
ら
れ
な
い
と
い
う
問
題
の
ほ
か

に
、法
定
受
託
事
務
な
の
で
、国
は
地
方
自
治
法
に

も
と
づ
く
是
正
の
指
示
を
本
市
に
す
る
こ
と
も
考
え

ら
れ
る
。 

 
 

控
訴
審
で
も
、
厚
生
労
働
省
及
び
法
務
省
と
協

議
し
な
が
ら
、国
の
法
解
釈
の
正
当
性
に
つ
い
て
主
張

し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。 

村
上
議
員
は
、「
被
爆
者
は
、ど
こ
に
い
て
も
被
爆

者
。
様
々
な
事
情
で
国
外
で
生
活
し
て
い
る
被
爆
者

の
60
年
間
は
、
国
内
被
爆
者
と
は
ま
た
違
う
様
々

な
苦
労
を
重
ね
て
こ
ら
れ
た
は
ず
。今
回
の
判
決
は
、

原
告
を
は
じ
め
、
国
内
外
の
被
爆
者
・
支
援
者
に
、

勇
気
と
希
望
を
与
え
る
も
の
」と
主
張
。も
っ
と
も
被

爆
者
を
理
解
す
る
立
場
に
あ
る
広
島
市
長
と
し
て
、

す
で
に
控
訴
し
て
い
る
長
崎
市
と
と
も
に
判
決
を
受

け
入
れ
る
よ
う
求
め
ま
し
た
が
、市
は
法
定
受
託
事

務
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
考
え
を
改
め
る
姿
勢
は

み
せ
ま
せ
ん
で
し
た
。 

 

（
社
会
局
長
答
弁
） 

今
回
の
控
訴
は
、法
定
受
託
事
務

に
つ
い
て
の
国
の
強
い
指
導
に
も
と
づ
き
行
っ
た
。結
果

と
し
て
、先
行
す
る
長
崎
市
と
同
様
に
控
訴
す
る
と

い
う
こ
と
に
は
な
っ
た
が
、こ
の
控
訴
で
問
わ
れ
て
い
る

の
は
、高
齢
化
す
る
在
外
被
爆
者
に
対
し
国
が
ど
う

い
う
責
任
を
果
た
す
か
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、長
崎
市

と
も
共
通
の
認
識
。 

 
 

訴
訟
の
対
応
と
は
別
に
、
在
外
被
爆
者
に
対
す
る

実
態
に
即
し
た
援
護
施
策
を
実
現
で
き
る
よ
う
、長

崎
市
と
と
も
に
国
に
は
た
ら
き
か
け
て
い
く
。 

臨時会・本会議で 

日本共産党市議団が 

緊急質疑 市長は控訴取り下げを！ 
在米被爆者の健康管理手当申請 「却下取り消し」判決に市が控訴 

広
島
市
議
会
・
５
月
臨
時
会
（
５
月
27
日
～
31
日
）に
先
立
ち
、在
米
被
爆
者
が
健
康
管
理
手
当
な
ど
の
申
請
却
下

取
り
消
し
を
求
め
た
訴
訟
で
、広
島
地
裁
は
10
日
、原
告
の
訴
え
を
認
め
る
判
決
を
出
し
ま
し
た
。こ
れ
に
対
し
て
市
が
控

訴
し
た
問
題
で
、日
本
共
産
党
市
議
団
を
代
表
し
て
村
上
あ
つ
子
議
員
が
臨
時
会
・
本
会
議
で
緊
急
質
疑
し
ま
し
た
。 

「
被
爆
者
は
、
ど
こ
に
い
て
も
被
爆
者
」 

本
会
議
・
村
上
あ
つ
子
議
員
の
緊
急
質
疑
（
５
月
27
日
） 

「被爆者の立場に立って控訴しないように」 党市議団が秋葉市長に申し入れ 

申し入れをする党市議団の５議員＝５月２０日、広島市役所内 



■ ５月臨時会の議案に対する日本共産党の態度（党市議団を代表して村上あつ子議員が討論をおこないました） 

朝
日
新
聞
（
５
月
９
日
付
） 

右の新聞記事にあるように、国交省は社会的弱者・子育

て世代に対する公営住宅入居条件を緩和するため、今年の

夏にも政令を改める方針を固めました。 

＊ 

1996年の公営住宅法改悪で、公営住宅施策は新設から

建替に重点が移り、また入居者所得基準が引き下げられた

ことで居住者の高齢化・低所得化が急速に進みました。 

日本共産党は、「住宅は憲法２５条が規定する生存権に基

づいて誰にも最低限保障されるべきもの」との立場で、「新設

はしない」「入居資格要件は厳しく」「民間まかせ」との公営

住宅施策を改めるよう求めてきました。 

国会では、国民生活の悪化で低所得者層が増える中、公

営住宅が受け入れるべき対象者はますます増えていくと訴

え、障害者が安心して生活できる公営住宅の整備や入居条

件の緩和、国の責任による新規建設を求めてきました。 

党広島市議団も、空家修繕費の増額やエレベーター設置

などのバリアフリー化をくり返し要望。今年度の空家修繕費

は、土木費全体が縮小する中で前年度と同額（３億円）が確

保されました。 

また、３月の予算議会（３月１４日・建設関係審査）では、皆

川けいし議員が高齢化が進む大型団地での若年層確保策

として間取りを広げる施策をとるよう要望。2005年度に基町

で３戸２化（３戸を合わせて２戸にする方法）を６か所予定して

いるとの市答弁を引き出しました。 

＊ 

「住まいは人権」 
だれにも最低限保障されるべきもの 

全体として入居条件が緩和されたことは、これまで日本共

産党と広範な民主団体が求めてきたことであり一歩前進と

言えます。 

しかし、国交省が障害者の「脱施設の受け皿」として公営

住宅を位置付けている点は、現在、国会で審議されている

「障害者自立支援法案」で応益負担が導入されようとしてい

ることを踏まえると、注意してみる必要があると思います。 

「8月5日 平和の夕べコンサート」 予算議会に続いて再び否決 

※ 共 産、社 民、公

明、民 主 フ ォ ー ラ

ム、馬庭議員が賛

成。自民系会派の

一部の議員が採決

時に議場退席。 

日本共産党 
は賛成 

日本共産党の 

成果です！！ 

議 案 採決 

一般会計補正予算 1,100万円 

（８月５日 慰霊の夕べコンサート） 
賛成 

被爆60周年のヒロシマ・ナガサキが何を発信するのか世界が

注目している。それに議会・行政が心一つにして応えるべき。 
※否決 

水道事業会計補正予算 ▲1億132万円 

（職員の特殊勤務手当の減額） 
賛成 

内勤者に支給されていた特殊作業手当の見直しは当然。こ

の見直しが水道局の経営改善につながることをのぞむ。 
可決 

国民健康保険条例の一部改正 賛成 今後、県の方針で市民の保険料負担が増えないように。 可決 

日本共産党市議団の態度 


